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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １. 当社は中間連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度に係る主な経営指標等の推移については記載しておりませ

ん。 

２. 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３. 当社は関連会社を有していないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。 

４. 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５. 従業員数の( )書は外書で、コミュニティ社員(パートタイマー)の平均雇用人数(ただし８時間換算による)であります。

  

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期 

会計期間 

自 平成16年 
  ２月21日 
至 平成16年 
  ８月20日 

自 平成17年
  ２月21日 
至 平成17年 
  ８月20日 

自 平成18年
  ２月21日 
至 平成18年 
  ８月20日 

自 平成16年 
  ２月21日 
至 平成17年 
  ２月20日 

自 平成17年
  ２月21日 
至 平成18年 
  ２月20日 

売上高 (千円) 87,215,428 92,463,360 97,174,376 177,397,394 190,313,458 

経常利益又は損失(△) (千円) △930,505 △606,256 △207,351 443,876 831,784 

中間(当期)純利益又は 
純損失(△) 

(千円) △637,026 △2,133,470 △182,748 150,079 △1,426,633

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 2,244,380 2,244,380 2,244,380 2,244,380 2,244,380 

発行済株式総数 (株) 15,907,619 15,907,619 15,907,619 15,907,619 15,907,619 

純資産額 (千円) 18,425,110 17,414,600 18,485,705 19,603,369 18,673,736 

総資産額 (千円) 98,006,391 105,714,179 110,718,393 102,800,409 108,145,895 

１株当たり純資産額 (円) 1,159.27 1,095.88 1,163.42 1,233.52 1,175.22 

１株当たり中間(当期) 
純利益又は純損失(△) 

(円) △40.08 △134.25 △11.50 9.44 △89.78

潜在株式調整後１株当た 
り中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

 １株当り配当額 (円) ― ― ― 10 10

自己資本比率 (％) 18.8 16.5 16.7 19.1 17.3 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △396,487 5,164,454 10,035,955 5,411,689 2,292,310

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △5,566,377 △5,057,113 △3,294,138 △8,688,123 △15,285,596

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 6,176,485 △456,544 △5,556,624 5,127,586 12,452,699

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 2,749,470 4,037,797 5,031,607 4,387,001 3,846,414

従業員数 
(平均臨時雇用人数) 

(人) 
1,671 
(6,039)

1,684
(6,466)

1,740
(6,904)

1,670 
(6,059)

1,661
(6,619)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業内容について、重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

なお、子会社でありました株式会社フォードライフ九州は、平成18年８月５日に清算結了いたしました。この結

果、当中間会計期間末において子会社はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

(平成18年８月20日現在) 

(注) 従業員数については、親会社等からの受入出向者23人を含み、親会社等への出向者23人を含んでおりません。また、( )書

は外書でコミュニティ社員（パートタイマー）の平均人員（ただし８時間換算による）を記載しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、イオン九州労働組合と称し、昭和48年７月20日に結成され、UIゼンセン同盟に加入し、イオ

ングループ労働組合連合会に属しております。平成18年８月20日現在4,081人の組合員で、労使関係は円滑に推移し

ており、特記すべき事項はありません。 

  

従業員数(人) 1,740(6,904) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(１) 業績 

企業業績や雇用情勢に改善の動きが見られるものの、原油価格の高止まりや天候不順、低調な個人消費等、当中

間期の小売業を取り巻く環境は依然として厳しく推移いたしました。 

このような環境の下、当社はグローカル経営を推進し、お客さまのニーズに合わせた「適品・適時・適量」の取

り組みと地域密着の店づくりに努めてまいりました。 

売上高はＧＭＳ事業で既存店売上高が４年ぶりに前年を上回る等、期間を通じて堅調に推移し、会社合計の既存

店売上高は99.8％となりました。売上総利益率もＧＭＳ、ＳｕＣ・ＨＣの各事業で改善が進み、会社合計では前中

間期に比べ0.6ポイントの改善ができました。 

結果、当中間期の営業収益は1,024億17百万円（対前中間期比 105.4％）と増収となりました。営業利益は、新店

開設や既存店増床活性化による一時的な費用の発生により、２億59百万円の損失計上となりましたが、前中間期よ

り４億26百万円の改善ができました。 

経常利益は２億７百万円の損失(前中間期より３億98百万円の改善)、中間純利益は１億82百万円の損失（前中間

期より19億50百万円の改善）となりました。 

(注) ＧＭＳは総合スーパー、ＳｕＣはスーパーセンター、ＨＣはホームセンターの略です。 

  

①ＧＭＳ事業 

食品では当社の名物催事である火曜市をさらに強化し平日の集客力の向上に努めました。また、毎月11日のイオ

ン・デーを全店の地産地消の日とするとともに、各店ごとにおいても地元自治体や生産者の方々と協力して地場産

品を積極的に拡販してまいりました結果、売上高既存店比は104.4％と伸長しＧＭＳ事業を牽引いたしました。 

一方、季節商品が天候不順や台風の影響を受けたため、衣料品の売上高既存店比96.6％、住居余暇商品の売上高

既存店比98.7％と伸び悩みましたが、売場スペースの見直しや不振在庫の早期処分、ＩＴ活用による仕入及び在庫

管理の強化等により、衣料品の商品在庫が既存店で前年より12.7％削減することができました。結果、売上総利益

率は衣料品で前年から１ポイント改善、住居余暇商品も前年より0.8ポイント改善することができました。 

このほか、個店の営業力を強化するボトムアップでの改善活動を「店磨力向上活動」として全店で展開してまい

りました。 

新店は、平成18年4月に「イオン福岡伊都ショッピングセンター」を開設し、核店舗としてジャスコ福岡伊都店

（福岡市西区）を開店いたしました。 

既存店ではジャスコ若松店において、直営売場のリニューアルと新たなテナントを導入する増床活性化を実施い

たしました。 

この結果、ＧＭＳ事業の売上高は769億70百万円（対前中間期比107.4％）、売上高既存店比は100.5％と前年を上

回り、売上総利益率も0.5ポイントの改善を行うことができました。 

  

②ＳｕＣ・ＨＣ事業 

ホームセンター店舗では、従来本部集合で実施していた店長会議をエリア単位の店舗で実施し、現場の問題への

迅速な対応や好事例の共有化を進めてまいりました。また商品別陳列量の見直しによる補充発注精度の向上や、競

争環境の変化に対応した改装活性化による効率経営を推進してまいりました。 

 スーパーセンター店舗では、地域商品の導入等の地域対応を進めており佐賀店では開店後１年間の実績を基に、

カテゴリー別面積適正化のための改装を行う等、スーパーセンター運営のノウハウ蓄積に努めてまいりました。 



この結果、ＳｕＣ・ＨＣ事業の売上高は192億80百万円(対前中間期比98.3％)、既存店売上高は、対前中間期比

97.3％となりました。 

一昨年秋の台風による補修用品の特需が前年第一四半期まで売上貢献したことや、本年は園芸関連などの季節商

品で天候不順の影響を受けたことにより、売上高既存店比は伸び悩みましたが、前述の取り組みにより在庫やロス

削減が進んだことにより、売上総利益率では0.5ポイントの改善ができました。 

  

(２) キャッシュ・フローの状況 

当中間期末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、期首残高より11億85百万円増加し、50

億31百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金の増加は100億35百万円であり、前中間期に比べ48億71百万円の収入増加となりました。これ

は主に、前中間期には非資金費用である減損損失が24億65百万円あったものの、当中間期における税引前中間純損

失が２億８百万円と前中間期に比べ32億69百万円改善したこと、たな卸資産の増減額が前中間期に比べて14億７百

万円増加したこと及び預り金の増減額が前中間期に比べて34億56百万円増加したことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金の減少は32億94百万円であり、前中間期に比べて17億62百万円の支出減少となりました。こ

れは主に、新店開設に伴う有形固定資産の取得及び差入保証金の差入による支出が前中間期に比べて9億38百万円減

少したことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の減少は55億56百万円であり、前中間期に比べて51億円の支出増加となりました。これは主

に、コマーシャル・ペーパーの発行による収入が40億円減少したことによるものです。 

  

(３)企業としての社会的責任の遂行 

当社は、「お客さまを原点に平和を追求し、人間を尊重し、地域社会に貢献する」というイオンの理念のもと、

企業市民としての社会的責任を果たすため、環境保全・社会貢献活動を積極的に推進しております。 

①環境保全活動 

・ 「イオンふるさとの森づくり」植樹活動として、新店のジャスコ福岡伊都店で植樹祭を行いました。平成4

年の植樹開始以来、お客さまのご参加をいただき、九州地区における植樹本数は50万本を超えました。 

・ 本年４月には19店舗において、お客さまのご参加をいただき、樹木への施肥、除草、清掃等を行う育樹祭

を実施いたしました。 

・ 店頭においても牛乳パック・アルミ缶・トレー等のリサイクル回収や買物袋持参運動に継続的に取り組ん

でおります。 

②社会貢献活動 

・ 毎月11日を「イオン・デー」とし、全店及び本部周辺の清掃活動や、地域ＮＧＯ等への支援としてレシー

ト金額の１％を還元する「イオン 幸せの黄色いレシートキャンペーン」を継続実施いたしております。 

・ 本年４月に、災害時のための大型テント「バルーンシェルター」を配備しました。 

  この「バルーンシェルター」は、ＮＰＯ法人ピース ウィンズ・ジャパンの指導のもと、自然災害時に避難

所となり、地域の皆さまに救護場所や支援物資の配給センターとして貢献することを目的に開発された大

型テントです。 

・ 店舗所在地域を中心に地方自治体との「災害時における物資等の供給に関する協定書」の締結を進めてお

ります。これは被災された方々のライフラインを確保し、緊急避難場所として駐車場等の店舗施設を提供

するもので、この中間期までに４県４市１町と締結いたしました。 



・ ７月下旬に鹿児島県を襲った豪雨災害に際して、当社はマイカル九州株式会社と共同で店頭における緊急

募金活動を実施し、義援金として総額１１５万円を鹿児島県に寄贈いたしました。  

・ すべてのお客さまに安心してお買いものをしていただけるよう、「サービス介助士」２級の資格をジャス

コ34店舗の店長全員が取得いたしました。この資格は、ＮＰＯ法人日本ケアフィットサービス協会が認定

する民間の介助資格で、当社ショッピングセンターご利用の際の接遇や介助を行い、体の不自由なお客さ

まも安心してお買いものができるようにサポートするものです。 

  



２ 【販売及び仕入の状況】 

(1) 事業部門別売上状況, 

  

(注)１.各事業部門別の取扱商品群は以下のとおりであります。  

  ＧＭＳ事業 

衣料品・・・・・衣料品、靴、鞄、服飾雑貨 

食料品・・・・・食料品 

住居余暇商品・・情報通信機器、化粧品、ドラッグ、日用雑貨、寝具、バス用品等のホームファション、消耗品等 

SuC・HC事業 ・・・建材・木材、補修材、家庭用品・日用品、ペット用品、園芸用品、食料品等 

２.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 地域別売上状況 

  

(注) １. 売上高には、商品供給高を含みません。 

２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門 売上高(千円) 構成比(％) 前期比(％) 

  衣料品 25,982,668 26.8 104.4 

  食料品 35,487,920 36.5 108.9 

  住居余暇商品 15,472,755 15.9 109.3 

  その他 27,472 0.0 93.8 

ＧＭＳ事業計 76,970,817 79.2 107.4 

ＳｕＣ・ＨＣ事業計 19,280,990 19.9 98.3 

小       計 96,251,808 99.1 105.5 

商 品 供 給 高 922,568 0.9 77.2 

売 上 高 合 計 97,174,376 100.0 105.1 

地域別 売上高(千円) 構成比(％) 前年同期比(％) 

福岡県 
(GMS 7店舗、SuC1店舗、HC7店
舗) 

24,617,746 25.6 114.0

熊本県 
(GMS9店舗、HC3店舗) 

15,065,446 15.6 117.4

佐賀県 
(GMS3店舗、SuC1店舗、HC3店
舗) 

9,119,290 9.5 86.4

長崎県 
(GMS6店舗、HC1店舗) 

13,952,409 14.5 100.4

大分県 
(GMS5店舗、HC23店舗) 

17,573,776 18.3 98.6

宮崎県 
(GMS4店舗、HC11店舗) 

15,117,712 15.7 110.4

山口県 
(HC2店舗) 

805,427 0.8 91.8

合計 96,251,808 100.0 105.5 



(3) 単位当たり売上高 

  

(注) １. 平均従業員数は、親会社等からの受入出向者及びコミュニティ社員（パートタイマー）を含み、親会社等への出向者を除

いたものであります。 

２. 売上高には、商品供給高を含みません。 

       ３. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 事業部門別仕入状況 

  

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  金額等(千円) 前年同期比(％) 

売上高 96,251,808 105.5 

平均売場面積 584,174㎡ 103.2 

１㎡当たり売上高 164 102.2 

平均従業員数 8,627人 106.0 

１人当たり売上高 11,157 99.5 

事業部門 金額(千円) 構成比(％) 前年同期比(％) 

 衣料品 15,523,778 22.4 98.7 

  食料品 27,494,101 39.7 107.8 

  住居余暇商品 11,494,862 16.6 108.5 

  その他 30,149 0.0 148.1 

ＧＭＳ事業計 54,542,892 78.7 105.2 

SuC・HC事業計 13,881,001 20.0 93.6 

商品供給高 922,568 1.3 77.2 

合計 69,346,461 100.0 102.2 



  
３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

  

  

  

  

  

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、２ 設備の新設、除却等の計画(2)に記載した事項を除き、主要な設備に重要な異動はあ

りません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 前事業年度末において計画中であった重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等のうち、当中間会計期間に

おいて重要な変更のあるものはありません。 

(2) 前事業年度末において計画中であった重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等のうち、当中間会計期間に

おいて完了したものは以下のとおりであります。 

  

  

(3) 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は次のとおりで

あります。 

  

  

  

物件名 
（所在地） 

      
区分 
  

投資金額
(千円) 

完成年月

ジャスコ福岡伊都店 
（福岡市西区） 

新設 1,635,750 平成18年４月 

合計 － 1,635,750 －          

物件名 
（所在地） 

区分 
投資予定金額
(千円) 

既支払額
(千円) 

資金調達  
方法 

工事着手又は着手

予定年月 

完了予定年月 

スーパーセンター志摩店 
（福岡県糸島郡志摩町） 

新設 2,456,000 101,605 
自己資金及び
借入金 

平成18年６月 平成18年11月 

合計 － 2,456,000 101,605       － － － 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 24,000,000 

計 24,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年８月20日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年11月１日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 15,907,619 15,907,619
ジャスダック
証券取引所 

― 

計 15,907,619 15,907,619 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年２月21日 
～平成18年８月20日 

─ 15,907,619 ─ 2,244,380 ─ 9,192,682



(4) 【大株主の状況】 

(平成18年８月20日現在) 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成18年８月20日現在) 

(注) １.「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の「株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ

1,400株及び20株含まれております。また「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数14個が

含まれております。 

２.「単元未満株式」の「株式数」の欄には、当社所有の自己株式46株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

(平成18年８月20日現在) 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

イオン株式会社 千葉市美浜区中瀬１丁目５番地１ 9,875 62.0 

イオン九州社員持株会 福岡市博多区博多駅南２丁目９番11号 510 3.2 

マックスバリュ西日本株式会社 兵庫県姫路市北条口４丁目４番地 480 3.0 

ミニストップ株式会社 東京都千代田区神田錦町１丁目１番地 300 1.8 

イオンクレジットサービス株式
会社 

東京都千代田区神田錦町１丁目１番地 300 1.8

株式会社大分銀行 大分県大分市府内町３丁目４番１号 214 1.3 

イオン九州共栄会 福岡市博多区博多駅南２丁目９番11号 189 1.1 

株式会社コックス 東京都江東区新大橋１丁目８番11号 180 1.1 

株式会社ブルーグラス 千葉市美浜区中瀬１丁目５番地１ 180 1.1 

株式会社イオンフォレスト 東京都千代田区紀尾井町３番６号 180 1.1 

計 ― 12,409 78.0 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

18,500
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

15,841,400
158,414 ― 

単元未満株式 
普通株式 

47,719
― 一単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 15,907,619 ― ― 

総株主の議決権 ― 158,414 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
イオン九州株式会社 

福岡市博多区博多駅 
南２丁目９番11号 

18,500 ― 18,500 0.1

計 ― 18,500 ― 18,500 0.1 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) １. 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

２. 上記の「当該中間会計期間における月別最高・最低株価」は毎月１日から月末までのものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 
平成18年 
３月 

  
４月 ５月 ６月 ７月 

  
８月 

最高(円) 1,790 1,854 1,840 1,749 1,792 1,880 

最低(円) 1,722 1,720 1,701 1,680 1,682 1,720 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

   なお、前中間会計期間（平成17年２月21日から平成17年８月20日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年２月21日から平成18年８月20日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年２月21日から平成17年８月20日まで)及

び当中間会計期間(平成18年２月21日から平成18年８月20日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより

中間監査を受けております。 

  

  

  

  



１ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年８月20日) 

当中間会計期間末 

(平成18年８月20日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比

(％) 
金額(千円)

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 

(資産の部)               

Ⅰ流動資産               

現金及び預金   4,037,797    5,031,607   3,846,414    

受取手形 ※４ 109,525    111,221   126,009    

売掛金   673,914    573,839   640,359    

たな卸資産   20,817,294    19,730,086   21,240,364    

繰延税金資産   1,147,970    765,998   725,712    

その他   4,828,406    4,542,225   4,164,259    

貸倒引当金   △4,758    △1,907   △4,105    

流動資産合計    31,610,151 29.9  30,753,071 27.8   30,739,016 28.4

Ⅱ固定資産               

有形固定資産 ※１             

建物 ※２ 33,408,555    32,429,290   32,497,777    

構築物   4,577,830    4,238,649   4,380,973    

器具及び備品   3,448,178    3,373,883   3,327,571    

土地 ※２ 5,004,242    11,495,999   10,022,715    

その他   971,439    501,587   322,619    

有形固定資産合計   47,410,245    52,039,409   50,551,657    

無形固定資産   105,018    117,306   106,755    

投資その他の資産               

投資有価証券   2,922,982    4,080,796   3,827,095    

繰延税金資産   881,428    404,775   456,389    

差入保証金 ※３ 18,046,710    18,745,890   17,730,447    

その他   4,737,643    4,577,142   4,734,532    

投資その他の 
資産合計 

  26,588,764    27,808,605   26,748,465    

固定資産合計    74,104,028 70.1  79,965,321 72.2   77,406,878 71.6

資産合計    105,714,179 100.0  110,718,393 100.0   108,145,895 100.0

                



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年８月20日) 

当中間会計期間末 

(平成18年８月20日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比

(％) 
金額(千円)

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 

(負債の部)               

Ⅰ流動負債               

支払手形 ※４ 7,424,520    1,631,244   2,694,250    

買掛金   17,907,484    22,480,596   20,289,877    

短期借入金 ※２ 13,400,000    16,300,000   20,190,000    

１年以内返済 
予定長期借入金 

※２ 3,555,300    5,965,300   5,106,800    

コマーシャル・ 
ペーパー 

  5,000,000    4,000,000   4,000,000    

未払法人税等   119,148    126,879   249,865    

預り金   6,176,747    6,776,514   2,342,509    

賞与引当金   457,735    549,551   279,819    

閉店損失引当金   400,000    18,000   408,806    

設備支払手形   7,233,118    3,282,369   2,762,378    

その他   6,232,833    7,154,430   5,390,722    

流動負債合計    67,906,887 64.2  68,284,885 61.7   63,715,029 58.9

Ⅱ固定負債               

長期借入金 ※２ 9,705,500    12,910,200   15,275,600    

退職給付引当金   75,607    306,922   189,250    

役員退職慰労 
引当金 

  95,799    78,907   104,880    

預り保証金   10,129,178    10,434,009   9,889,003    

その他   386,606    217,762   298,394    

固定負債合計    20,392,691 19.3  23,947,802 21.6   25,757,129 23.8

負債合計    88,299,579 83.5
 
92,232,687 83.3

  
89,472,158 82.7

(資本の部)            

Ⅰ資本金    2,244,380 2.1  ― ―   2,244,380 2.1

Ⅱ資本剰余金               

資本準備金   9,192,682    ―   9,192,682    

資本剰余金合計    9,192,682 8.7  ― ―   9,192,682 8.5

Ⅲ利益剰余金               

利益準備金   811,533    ―   811,533    

任意積立金   5,910,210    ―   5,910,210    

中間(当期) 
未処分利益又は 
未処理損失(△) 

  △1,908,405    ―   △1,201,568    

利益剰余金合計    4,813,338 4.6  ― ―   5,520,174 5.1

Ⅳその他有価証券 
評価差額金 

   1,196,338 1.1  ― ―   1,750,994 1.6

Ⅴ自己株式    △32,140 △0.0  ― ―   △34,496 △0.0

資本合計    17,414,600 16.5  ― ―   18,673,736 17.3

負債・資本合計    105,714,179 100.0  ― ―   108,145,895 100.0



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年８月20日) 

当中間会計期間末 

(平成18年８月20日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比

(％) 
金額(千円)

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ株主資本                

 資本金     ― ―  2,244,380 2.0   ― ―

 資本剰余金                

 資本準備金   ―    9,192,682   ―    

 資本剰余金合計     ― ―  9,192,682 8.3   ― ―

 利益剰余金                

 利益準備金   ―    811,533   ―    

 その他利益剰余金                

固定資産圧縮積立金   ―    142,893   ―    

特別償却積立金   ―    248,403   ―    

別途積立金   ―    4,111,799   ―    

繰越利益剰余金   ―    △136,121   ―    

 利益剰余金合計     ― ―  5,178,508 4.7   ― ―

 自己株式     ― ―  △35,324 △0.0   ― ―

株主資本合計     ― ―  16,580,247 15.0   ― ―

Ⅱ評価・換算差額等                

 その他有価証券 
 評価差額金 

    ― ―  1,905,457 1.7   ― ―

評価・換算差額等合計     ― ―  1,905,457 1.7   ― ―

純資産合計     ― ―  18,485,705 16.7   ― ―

負債・純資産合計     ― ―  110,718,393 100.0   ― ―

                 



② 【中間損益計算書】 

  

  

    

前中間会計期間 
  

(自  平成17年２月21日 
至  平成17年８月20日) 

当中間会計期間
  

(自  平成18年２月21日 
  至 平成18年８月20日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自  平成17年２月21日 
  至  平成18年２月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比

(％) 
金額(千円)

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     92,463,360 100.0  97,174,376 100.0   190,313,458 100.0

Ⅱ 売上原価     67,978,347 73.5  70,861,629 72.9   139,282,686 73.2

売上総利益     24,485,013 26.5  26,312,746 27.1   51,030,772 26.8

Ⅲ その他の営業収入     4,719,419 5.1  5,243,480 5.4   9,774,620 5.1

営業総利益     29,204,432 31.6  31,556,227 32.5   60,805,392 31.9

Ⅳ 販売費及び 
一般管理費 

※１   29,890,475 32.3  31,815,603 32.8   60,153,148 31.6

営業利益又は 
損失(△) 

    △686,042 △0.7  △259,376 △0.3   652,243 0.3

Ⅴ 営業外収益 ※２   228,135 0.2  271,228 0.3   480,235 0.3

Ⅵ 営業外費用 ※３   148,349 0.2  219,204 0.2   300,695 0.2

経常利益又は 
損失(△) 

    △606,256 △0.7  △207,351 △0.2   831,784 0.4

Ⅶ 特別利益 ※４   59,693 0.1  127,334 0.1   108,773 0.1

Ⅷ 特別損失 ※５   2,932,003 3.2  128,923 0.1   3,173,070 1.7

税引前中間(当期) 
純利益又は純損失 
(△) 

    △3,478,566 △3.8  △208,941 △0.2   △2,232,512 △1.2

法人税、住民税 
及び事業税 

  67,192   66,315   131,974    

法人税等調整額   △1,412,288 △1,345,095 △1.5 △92,508 △26,192 △0.0 △937,853 △805,878 △0.5

中間(当期)純利益 
又は純損失(△) 

    △2,133,470 △2.3

 

△182,748 △0.2   △1,426,633 △0.7

前期繰越利益     225,064  ―    225,064  

中間(当期)未処分 
利益又は未処理 
損失(△) 

    △1,908,405   ―    △1,201,568  



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日) 

  

                            

  

  

株  主  資  本 

資本金 

資本 
剰余金 利益剰余金 

自己株式 
  
株主 
資本合計 

資本 
準備金 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

固定資産
圧縮 
積立金 

特別償却
積立金 別途積立金

繰越利益
剰余金 

平成18年２月20日残高 
（千円） 2,244,380 9,192,682 811,533 197,401 251,008 5,461,799 △1,201,568 5,520,174 △34,496 16,922,742

中間会計期間中の変動額                

前期決算の利益処分 
による項目                

固定資産圧縮積立金の 
取崩し       △54,508   54,508 ―   ―

特別償却積立金の積立て        52,979  △52,979 ―   ―

特別償却積立金の取崩し        △55,585   55,585 ―   ―

別途積立金の取崩し         △1,350,000 1,350,000 ―   ―

剰余金の配当          △158,895 △158,895   △158,895

中間純利益又は 
純損失(△)          △182,748 △182,748   △182,748

自己株式の取得             △1,126 △1,126

自己株式の処分          △22 △22 297 275

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の 
変動額（純額） 

               

中間会計期間中の 
変動額合計（千円） ― ― ― △54,508 △2,605 △1,350,000 1,065,447 △341,666 △828 △342,494

平成18年8月20日残高 
(千円) 2,244,380 9,192,682 811,533 142,893 248,403 4,111,799 △136,121 5,178,508 △35,324 16,580,247

  評価・換算差額等 
純資産合計 

その他有価証券評

価差額金 
平成18年２月20日残高 
（千円） 1,750,994 18,673,736 

中間会計期間中の変動額     

前期決算の利益処分 
による項目     

固定資産圧縮積立金の 
取崩し               ― 

特別償却積立金の積立て               ― 

特別償却積立金の取崩し               ― 

別途積立金の取崩し               ― 

剰余金の配当   △158,895 

中間純利益又は 
純損失(△)   △182,748 

自己株式の取得   △1,126 

自己株式の処分               275 

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の 
変動額（純額） 

154,463 154,463 

中間会計期間中の 
変動額合計（千円）  154,463 △188,031 

平成18年8月20日残高 
（千円） 1,905,457 18,485,705 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   

前中間会計期間
  

(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

   当中間会計期間
  
(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日) 

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

税引前中間(当期)純利益 
又は純損失(△) 

 △3,478,566 △208,941 △2,232,512

減価償却費   2,585,899 2,702,354 5,258,515 

減損損失   2,465,635 ― 2,465,635 

貸倒引当金の増減額 
(減少:△) 

 △1,953 △2,198 △2,606

賞与引当金の増減額 
(減少:△) 

 192,270 269,732 14,354

閉店損失引当金の増減額 
(減少:△) 

 400,000 △390,806 408,806

退職給付引当金の増減額 
(減少:△) 

 75,607 117,671 189,250

役員退職慰労引当金の 
増減額(減少:△) 

 △5,777 △25,973 3,304

受取利息及び受取配当金   △46,787 △53,738 △124,207 

支払利息   114,053 155,255 233,597 

リース債務整理益   △49,488 ― △49,488 

固定資産除売却損益   53,463 19,954 18,691 

投資有価証券売却益   ― △120,000 ― 

売上債権の増減額 
(増加:△) 

 △22,948 81,308 21,318

たな卸資産の増減額 
(増加:△) 

 102,410 1,510,278 △320,659

仕入債務の増減額 
(減少:△) 

 1,421,668 1,127,712 △926,207

預り金の増減額 
(減少:△) 

 977,536 4,434,004 △2,856,701

その他   543,227 632,633 447,778 

小計   5,326,254 10,249,249 2,548,870 

利息及び配当金の受取額   20,977 27,394 74,194 

利息の支払額   △115,584 △109,856 △263,562 

法人税等の支払額   △67,192 △130,831 △67,192 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 5,164,454 10,035,955 2,292,310



  

  

   

前中間会計期間
  

(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

当中間会計期間
  

(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日) 

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

有形固定資産の取得による
支出 

 △3,924,849 △3,539,207 △14,164,706

有形固定資産等の売却によ
る収入 

 344,000 16,000 503,587

投資有価証券の売却による
収入 

 ― 126,000 ―

貸付金の回収による収入   3,437 ― 5,711 

差入保証金の差入による 
支出 

 △922,463 △369,914 △999,006

差入保証金の返還による 
収入 

 246,380 186,306 697,990

預り保証金の預りによる 
収入 

 424,595 797,762 472,056

預り保証金の返還による 
支出 

 △484,464 △234,819 △759,569

長期前払費用の取得による
支出 

 △732,259 △161,057 △1,019,699

その他   △11,491 △115,209 △21,960 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △5,057,113 △3,294,138 △15,285,596

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の増減額 
(減少:△) 

 △2,200,000 △3,890,000 4,590,000

コマーシャル・ペーパーの 
増減額（減少：△） 

 4,000,000 ― 3,000,000

長期借入れによる収入   ― ― 10,200,000 

長期借入金の返済による 
支出 

 △2,095,400 △1,506,900 △5,173,800

自己株式の取得・売却によ
る純支出 

 △2,222 △828 △4,577

配当金の支払額   △158,922 △158,895 △158,922 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △456,544 △5,556,624 12,452,699

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額(減少:△) 

 △349,203 1,185,192 △540,587

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 4,387,001 3,846,414 4,387,001

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 4,037,797 5,031,607 3,846,414



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

      

(イ)有価証券の評価

基準及び評価方

法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ております。) 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

    中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算出してお

ります。) 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定しております。) 

   時価のないもの 

移動平均法による

原価法 

 時価のないもの 

 同左 

 時価のないもの 

 同左 

(ロ)たな卸資産の評

価基準及び評価

方法 

      

①商品  「企業会計原則と関係

諸法令との調整に関する

連続意見書」第四に定め

る売価還元平均原価法 

 同左  同左 

②貯蔵品 最終仕入原価法   同左   同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

  経済的耐用年数に基

づく定額法 

  各資産別の経済的耐

用年数として以下の年

数を採用しておりま

す。 

①有形固定資産 

  同左 

①有形固定資産 

  同左 

  建物 

 (営業店舗) 20年～30年 

 (建物附属設備) 

       ３年～18年 

構築物    ３年～30年 

器具及び備品 ２年～20年 

その他    ４年～６年 

    

  ②無形固定資産 

定額法によっており

ます。 

②無形固定資産 

  同左 

②無形固定資産 

  同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日) 

  ③長期前払費用 

新設店舗等に係る取得

価額200千円未満の販売

用什器備品(少額重要資

産という。)について

は、長期前払費用に計上

し３年間で均等償却を行

っております。 

借地権(物権たる借地

権を除く)については長

期前払費用に計上し、賃

借期間で均等償却を行っ

ております。 

その他については、定

額法によっております。 

③長期前払費用 

  同左 

③長期前払費用 

  同左 

３ 引当金の計上基準       

(イ)貸倒引当金  売上債権等の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般

債権については、貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上してお

ります。 

  同左   同左 

(ロ)賞与引当金  従業員及び一部のコミュ

ニティ社員(パートタイマ

ー)に支給する賞与に備え

るため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

同左 同左 

(ハ)閉店損失引当金  閉店を決定した店舗の閉

店に伴い発生する損失に備

えるため、中途解約違約金

及び原状回復費等の閉店関

連損失見込額を計上してお

ります。 

（追加情報） 

 当中間会計期間において

下期以降に閉店することを

決定した店舗の中に中途解

約違約金及び原状回復費等

の閉店関連損失について合

理的な見積りを要す店舗が

発生したことに伴い、新た

に閉店損失引当金として計

上しております。 

 この結果、特別損失が

400,000千円増加し、税引

前中間純損失が同額増加し

ております。 

 閉店を決定した店舗の閉

店に伴い発生する損失に備

えるため、中途解約違約金

及び原状回復費等の閉店関

連損失見込額を計上してお

ります。 

  

  

  

  

  

  

  

 閉店を決定した店舗の閉

店に伴い発生する損失に備

えるため、中途解約違約金

及び原状回復費等の閉店関

連損失見込額を計上してお

ります。 

（追加情報） 

 当事業年度において、翌

期以降に閉店することを決

定した店舗の中に中途解約

違約金及び原状回復費等の

閉店関連損失について合理

的な見積りを要す店舗が発

生したことに伴い、新たに

閉店損失引当金として計上

しております。 

 これにより、当事業年度

の特別損失の店舗閉店損失

に閉店損失引当金繰入額が

455,145千円計上され、こ

の結果、税引前当期純損失

が同額増加しております。 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日) 

(ニ)退職給付引当金 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。 

なお、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間内の一定

の年数(10年)による定額法

により翌事業年度から損益

処理することとしておりま

す。 

  同左 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上

しております。 

なお、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間内の一定

の年数（10年）による定額

法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から

損益処理することとしてお

ります。 

(ホ)役員退職慰労引

当金 

 役員退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

中間会計期間末要支給額を

引当計上しております。 

   同左  役員退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

期末要支給額を引当計上し

ております。 

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

    同左 外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。 

５ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

    同左     同左 

        



  

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日) 

６ ヘッジ会計 

  

(1)ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて

は、特例処理の要件を満た

しておりますので、特例処

理を採用しております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対 

  象 

ヘッジ手段‥金利スワ 

ップ 

ヘッジ対象‥借入金の 

利息 

(3)ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っており、ヘ

ッジ対象の識別は個別契約

毎に行っております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

     同左 

  

  

  

(2)ヘッジ手段とヘッジ対  

   象 

    同左 

  

  

  

(3)ヘッジ方針 

    同左 

  

  

  

  

(1)ヘッジ会計の方法 

    同左 

  

  

  

(2)ヘッジ手段とヘッジ対 

  象 

    同左 

  

  

  

(3)ヘッジ方針 

    同左 

  

  

  

  

  (4)ヘッジの有効性評価の

方法 

特例処理を採用している

ため、有効性の評価を省略

しております。 

(4)ヘッジの有効性評価の

方法 

    同左 

(4)ヘッジの有効性評価の

方法 

    同左 

７ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

資金の範囲は、中間貸借

対照表に計上している現金

及び預金であります。 

    同左 資金の範囲は、貸借対

照表に計上している現金

及び預金であります。 

  

８ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

(1)「法人税、住民税及び

事業税」並びに「法人税 

等調整額」の計上方法 

  

中間会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額

は、当期において予定して

いる利益処分による特別償

却準備金及び固定資産圧縮

積立金等の積立て及び取崩

しを前提として、当中間会

計期間に係る金額を算定し

ております。 

(1)「法人税、住民税及び

事業税」並びに「法人税等

調整額」の計上方法 

  

中間会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額

は、当期において予定して

いる特別償却準備金及び固

定資産圧縮積金等の積立て

及び取崩しを前提として、

当中間会計期間に係る金額

を算定しております。 

――― 

  (2)消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しており

ます。 

 なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺のうえ

流動負債の「その他」に含

めて計上しております。 

(2)消費税等の会計処理 

   同左 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しており

ます。 



 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

当中間会計期間
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日) 

固定資産の減損に係

る会計基準 
「固定資産の減損に係

る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議

会  平成 14年８月９

日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）が

平成16年３月31日に終

了する事業年度に係る

財務諸表から適用でき

ることになったことに

伴い、当中間会計期間

から同会計基準及び同

適用指針を適用してお

ります。 

 これに伴い、減価償

却費が226,851千円減少

したことにより営業損

失、経常損失はそれぞ

れ同額減少し、税引前

中間純損失は2,238,783

千円増加しておりま

す。 

 なお、減損損失累計

額については、改正後

の中間財務諸表等規則

に基づき当該各資産の

金額から直接控除して

おります。 

――― 「固定資産の減損に係

る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議

会  平 成 14 年 8 月 9

日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会

計基準適用指針第6号平

成15年10月31日）が平

成16年3月31日以降に終

了する事業年度に係る

財務諸表から適用でき

ることになったことに

伴い、当事業年度から

同会計基準及び同適用

指針を適用しておりま

す。 

これに伴い、減価償

却費等が416,067千円減

少したことにより営業

利益、経常利益はそれ

ぞれ同額増加するとと

も に、減 損 損 失

2,465,635千円が計上さ

れ、税引前当期純損失

は2,049,568千円増加し

ております。 

なお、減損損失累計

額については、当該各

資産の金額から直接控

除しております。 



  

  

(表示方法の変更) 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日) 

貸借対照表の純資

産の部の表示に関

する会計基準 

  

  

  

――― 
  
  
  
  
  
  

  

当中間会計期間から

「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第5

号 平成17年12月9日）

及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針

第8号 平成17年12月9

日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の

合計に相当する金額は当

中間会計期間末における

純資産の合計と同額であ

ります。 

 なお、当中間会計期間

における中間貸借対照表

の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則

の改正に伴い、改正後の

中間財務諸表等規則によ

り作成しております。 

  

――― 

  

  

  

  

  

  

項目 
前中間会計期間

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 
(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

中間貸借対照表関係 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 「証券取引法等の一部を改正する法

律」（平成16年６月９日法律第97号）に

より、平成16年12月1日から投資事業有

限責任組合及びそれに類する組合への出

資が証券取引法第２条第２項に追加さ

れ、有価証券とみなされることとされた

ことに伴い公表された「会計制度委員会

報告第14号「金融商品会計に関する実務

指針」の改正について」及び「「金融商

品会計に関するＱ＆Ａ」の改正につい

て」（日本公認会計士協会 平成17年２

月15日）に基づき、当中間会計期間か

ら、投資その他の資産の「その他」に含

めていた投資事業有限責任組合への出資

金25,550千円を「投資有価証券」に含め

て表示することに変更いたしました。 

 なお、前中間会計期間は、投資その

他の資産「その他」に17,004千円含ま

れております。 

  ――― 



  

  

(追加情報) 

  

  

  

  

  

項目 
前中間会計期間

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 
(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

中間キャッシュ・フ

ロー計算書関係 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

前中間会計期間において「営業活動

によるキャッシュ・フロー」の「その

他」に含めていた「賞与引当金の増減

額」は、重要性が増加したため、当中

間会計期間から区分掲記しておりま

す。 

なお、前中間会計期間の「その他」

に含まれている「賞与引当金の増減

額」は、139,680千円であります。 

――― 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日 
  至 平成18年８月20日） 

前事業年度 
(自 平成17年２月21日 
   至 平成18年２月20日） 

外形標準課税 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

「地方税法等の一部を

改正する法律」（平成15

年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、

平成16年４月１日以後に

開始する事業年度から外

形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、「法人

事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上

の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２

月13日企業会計基準委員

会 実務対応報告第12

号）に基づき、当中間会

計期間から法人事業税の

付加価値割及び資本割の

53,340千円を販売費及び

一般管理費として計上し

ております。 

この結果、営業損失、

経常損失及び税引前中間

純損失が同額増加してお

ります。 

――― 「地方税法等の一部を

改正する法律」（平成

15年法律第９号）が平

成15年3月31日に公布さ

れ、平成16年4月1日以

降に開始する事業年度

から外形標準課税制度

が導入されたことに伴

い、当 事 業 年 度 か ら

「法人事業税における

外形標準課税部分の損

益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱

い」（平成16年2月13日

企業会計基準委員会 

実務対応報告第12号）

に基づき、法人事業税

の付加価値割及び資本

割の合計額117,463千円

を販売費及び一般管理

費として計上しており

ます。 

 この結果、営業利益

及び経常利益が同額減

少し、税引前当期純損

失が同額増加しており

ます。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成17年８月20日) 

当中間会計期間末
(平成18年８月20日) 

前事業年度末 
(平成18年２月20日) 

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 

 有形固定資産の減価償却

累計額は、25,411,014千円

であります。 

 有形固定資産の減価償却

累計額は、28,691,139千円

であります。 

 有形固定資産の減価償却

累計額は、27,321,989千円

であります。 
    
※２ 担保に供してい

る資産及び対応

する債務 

  
  

(担保に供している資産) 

建物 3,119,629千円

土地 1,803,251  

計 4,922,880  

(担保に供している資産) 

建物 2,919,688千円

土地 1,803,251  

計 4,722,939  

(担保に供している資産) 

建物 3,013,483千円

土地 1,803,251  

計 4,816,735  

  (対応する債務) 

(１年内返済予定分含む) 

短期借入金 2,100,000千円

長期借入金 4,466,400  

計 6,566,400  

(対応する債務) 

(１年内返済予定分含む) 

短期借入金 4,000,000千円

長期借入金 6,084,800  

計 10,084,800  

(対応する債務) 

(１年内返済予定分含む) 

短期借入金 6,190,000千円

長期借入金 6,614,000  

計 12,804,000  
    
※３ 差入保証金  当社は、建設協力金によ

り建設された店舗の賃借に
係る差入保証金につき、店
舗賃貸借契約の一部である
金銭消費貸借契約条項に基
づく返還請求権を特別目的
会社であるジェイ・ワン 
アセッツコーポレーション
に売却しております。 
 当該取引に伴い会計上売
却処理した差入保証金(当
中間会計期間末未償還残高 
 6,009,743千円)について
は、原債務者が支払不能等
に陥った場合等の特定の事
由が発生した場合、返還請
求権を親会社のイオン株式
会社に売り渡す選択権が付
与されております。なお、
選択権行使によりイオン株
式会社が返還請求権を買い
取った場合には、同社は買
い取った返還請求権を当社
に売り渡す選択権を有して
おります。 
 また、ジェイ・ワン ア
セッツコーポレーションが
選択権を行使した場合に解
約することとなるヘッジ目
的の金利スワップ契約の解
約損益はイオン株式会社に
帰属しますが、イオン株式
会社が買い取った返還請求
権を当社に売り渡す選択権
を行使した場合には、当該
解約損益は当社に帰属する
こととなります。 
 なお、当中間会計期間末
現在の当該金利スワップ契
約の時価評価差損の総額
は、76,448千円でありま
す。 

当社は、建設協力金によ
り建設された店舗の賃借に
係る差入保証金につき、店
舗賃貸借契約の一部である
金銭消費貸借契約条項に基
づく返還請求権を特別目的
会社であるジェイ・ワン 
アセッツコーポレーション
に売却しております。 
当該取引に伴い会計上売
却処理した差入保証金（当
中間会計期間末未償還残高
5,644,652千円）について
は、原債務者が支払不能等
に陥った場合等の特定の事
由が発生した場合、返還請
求権を親会社のイオン株式
会社に売り渡す選択権が付
与されております。なお、
選択権行使によりイオン株
式会社が返還請求権を買い
取った場合には、同社は買
い取った返還請求権を当社
に売り渡す選択権を有して
おります。 
また、ジェイ・ワン ア
セッツコーポレーションが
選択権を行使した場合に解
約することとなるヘッジ目
的の金利スワップ契約の解
約損益はイオン株式会社に
帰属しますが、イオン株式
会社が買い取った返還請求
権を当社に売り渡す選択権
を行使した場合には、当該
解約損益は当社に帰属する
こととなります。 
なお、当中間会計期間末
現在の当該金利スワップ契
約の時価評価差益の総額は
43,200千円であります。 

当社は、建設協力金によ
り建設された店舗の賃借に
係る差入保証金につき、店
舗賃貸借契約の一部である
金銭消費貸借契約条項に基
づく返還請求権を特別目的
会社であるジェイ・ワン 
アセッツコーポレーション
に売却しております。 
当該取引に伴い会計上売
却処理した差入保証金（当
事業年度末未償還残高
5,902,380千円）について
は、原債務者が支払不能等
に陥った場合等の特定の事
由が発生した場合、返還請
求権を親会社のイオン株式
会社に売り渡す選択権が付
与されております。なお、
選択権行使によりイオン株
式会社が返還請求権を買い
取った場合には、同社は買
い取った返還請求権を当社
に売り渡す選択権を有して
おります。 
また、ジェイ・ワン ア
セッツコーポレーションが
選択権を行使した場合に解
約することとなるヘッジ目
的の金利スワップ契約の解
約損益はイオン株式会社に
帰属しますが、イオン株式
会社が買い取った返還請求
権を当社に売り渡す選択権
を行使した場合には、当該
解約損益は当社に帰属する
こととなります。 
なお、当事業年度末現在
の当該金利スワップ契約の
時価評価差損の総額は
34,142千円であります。 



  

  

  
前中間会計期間末 
(平成17年８月20日) 

当中間会計期間末
(平成18年８月20日) 

前事業年度末 
(平成18年２月20日) 

※ ４  中 間 期 末（期
末）日満期手形
の処理 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
５ 偶発債務 
  
  
  

 中間期末日満期手形の処
理については、手形交換日
をもって決済処理しており
ます。 
 なお、当中間期末日が金
融機関の休日であったた
め、次の中間期末日満期手
形が中間期末残高に含まれ
ております。 
受取手形     2,433千円 
支払手形 1,379,078千円 
  
     ――― 

 中間期末日満期手形の処
理については、手形交換日
をもって決済処理しており
ます。 
 なお、当中間期末日が金
融機関の休日であったた
め、次の中間期末日満期手
形が中間期末残高に含まれ
ております。 
受取手形   1,731千円 
支払手形   58,909千円 
  
有限会社メビウスアルフ

ァ（特別目的会社）は、当
社に賃貸する建物の建設資
金等を金融機関より借り入
れていますが、当社は、当
該金融機関との間で、当該
特別目的会社が支払不能に
陥った場合等の特定の事由
が生じた場合には、当該金
融機関は、当該特別目的会
社に対する貸付債権の一部
（当中間会計期間末現在
3,997,000千円）を当社に
売り渡すことができる旨の
契約を締結しております。 
なお、当該契約により当
社が貸付債権を取得した場
合には、当社は当該特別目
的会社との建物賃貸借契約
（当中間会計期間末現在の
解約不能期間の未経過リー
ス料6,960,690千円）を終
了することができます。 
  

――― 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
     ――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日) 

※１減価償却実施額 

有形固定資産 

無形固定資産 

長期前払費用 

  

2,020,395千円

14,164 

551,339 

  

2,105,780千円

14,655 

581,918 

  

4,113,615千円

27,798 

1,117,100 

※２営業外収益の主な 

  内訳 

受取利息 

受取配当金 

テナント退店
違約金受入 
債務勘定整理
益 

備品等受贈益 

  

  

27,560千円

19,227 

34,485 

79,531 

29,526 

  

  

27,365千円

26,373 

31,907 

76,573 

12,953 

  

  

98,936千円

25,271 

110,474 

153,976 

39,447 

※３営業外費用の主な 

  内訳 

支払利息 

商品処分損 

  

  

114,053千円

5,685 

  

  

155,255千円

3,540 

  

  

233,597千円

14,761 

※４特別利益の主な内 

  訳 

投資有価証券

売却益 

リース債務整

理益 

  

  

  

― 

 

49,488千円

  

  

  

120,000千円

 

― 

  

  

  

― 

 

49,488千円

※５特別損失の主な内 

  訳 

      

固定資産除売

却損 

  

  

  

  

  

閉店損失引当 

金繰入額 

減損損失 

  

  

  

            400,000千円 

  

当中間会計期間において以

下の資産グループについて減

損損失2,465,635千円を計上し

ております。 

(1)減損損失を認識した資産グ

ループの概要 

（単位：千円）

建物売却 11,940千円 
土地売却 33,922 
その他 11,934 
 合計 57,796 
   
   
   
   

場所 用途 種類 件数 金額 

熊本県 店舗 建物等 3 647,212

佐賀県 店舗 建物等 2 429,559

大分県 店舗 建物等 7 382,385

その他 店舗 建物等 9 1,006,478

合計 21 2,465,635

  

        18,000千円 

  

           ――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

建物売却 16,559千円
構築物除却 2,592
器具及び備
品除却 

803

 合計 19,954

  

  
        455,145千円 

  

当事業年度において以下の

資産グループについて減損損

失2,465,635千円を計上して

おります。 

(1)減損損失を認識した資産

グループの概要 

（単位：千円）

建物除却 5,833千円
建物売却 11,940 
構築物除却 10,180 
器具及び備
品除却 

3,750 

土地売却 
その他 

29,604 
3,168 

 合計 64,479 

場所 用途 種類 件数 金額

熊本県 店舗 建物等 3 647,212

佐賀県 店舗 建物等 2 429,559

大分県 店舗 建物等 7 382,385

その他 店舗 建物等 9 1,006,478

合計 21 2,465,635

  



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日) 

  (2)減損損失の認識に至っ

た経緯 

 店舗における営業活動

から生ずる損益が継続し

てマイナス又は継続して

マイナスとなる見込みで

ある資産グループの帳簿

価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に

計上しております。 

(3)減損損失の内訳 

（単位：千円）

(4)資産のグルーピングの

方法 

 当社は、キャッシュ・

フローを生み出す最小単

位として、店舗を基本単

位としてグルーピングし

ております。 

(5)回収可能価額の算定方

法 

資産グループの回収可

能価額は、主として使用

価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フ

ローを2.3％で割り引いて

算定しております。 

種類 金 額 

建物 1,507,904

構築物 272,762

器具及び備品 236,713

リース資産 292,768

その他 155,485

合計 2,465,635

(2)減損損失の認識に至っ

た経緯 

 店舗における営業活動

から生ずる損益が継続し

てマイナス又は継続して

マイナスとなる見込みで

ある資産グループの帳簿

価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に

計上しております。 

(3)減損損失の内訳 

（単位：千円）

(4)資産のグルーピングの

方法 

 当社は、キャッシュ・

フローを生み出す最小単

位として、店舗を基本単

位としてグルーピングし

ております。 

(5)回収可能価額の算定方

法 

 資産グループの回収可

能価額は、主として使用

価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フ

ローを2.3％で割り引いて

算定しております。 

種類 金 額 

建物 1,507,904

構築物 272,762

器具及び備品 236,713

リース資産 292,768

その他 155,485

合計 2,465,635



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日） 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項         

  

 （注）1. 普通株式の自己株式数の増加はすべて単元未満株式の買取によるものであります。 

    2. 普通株式の自己株式数の減少はすべて単元未満株式の買増請求による売渡しであります。 

2. 配当に関する事項 

   配当金支払額 

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

  
前事業年度末株式

数（株） 

当中間会計期間増

加株式数（株） 

当中間会計期間減

少株式数（株） 

当中間会計期間末

株式数（株） 

発行済株式 

  普通株式  

  

15,907,619 

  

― 

  

― 

  

15,907,619 

   合計 15,907,619 ―  ― 15,907,619 

自己株式 

普通株式 （注）1、2 

  

18,057 

  

645 

  

156 

  

18,546 

 合計 18,057 645 156 18,546 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配

当額 

基準日 効力発生日 

平成18年5月9日 

定時株主総会 

   
普通株式 

  
 158,895千円       10円 平成18年2月20日 

  
平成18年5月10日 

前中間会計期間 
(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日) 

 現金及び現金同等物の中間期末

残高は中間貸借対照表に掲記され

ている現金及び預金残高と一致し

ております。 

    同左  現金及び現金同等物の期末残高

は貸借対照表に掲記されている現

金及び預金残高と一致しておりま

す。 



 (リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自  平成17年２月21日 
至  平成17年８月20日) 

当中間会計期間
(自  平成18年２月21日 
至  平成18年８月20日) 

前事業年度 
(自  平成17年２月21日 
至  平成18年２月20日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額

相当額及び中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額

相当額及び中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額

相当額及び期末残高相当額 

  

取得価額 
相当額 
  

(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

減損損失 
累計額 
相当額 
（千円）

中間期末

残高 
相当額 
(千円) 

建物 274,860 250,536 2,171 22,152 

器具及

び備品 
7,386,346 4,150,204 288,848 2,947,293 

無形固

定資産 
61,859 42,266 1,748 17,844 

合計 7,723,065 4,443,007 292,768 2,987,289 

  

取得価額

相当額 
  

(千円) 

減価償却

累計額 
相当額 
(千円) 

減損損失

累計額 
相当額 
（千円）

中間期末

残高 
相当額 
(千円) 

  

器具及

び備品 

 

6,762,755

 

4,383,578

 

264,298

 

2,114,879

無形固

定資産 
109,754 76,907 4,160 28,687

合計 6,872,509 4,460,485 268,458 2,143,565

 

取得価額 
相当額 
  

(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

減損損失

累計額 
相当額 
（千円 

期末残高

相当額 
  

(千円) 

建物 183,600 166,867 6,636 10,096

器具及

び備品 
7,221,428 4,415,688 261,024 2,544,714

無形固

定資産 
115,094 70,723 4,160 40,211

合計 7,520,123 4,653,279 271,821 2,595,022

②未経過リース料中間期末残高相当額

等 

  

未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内 1,324,154千円

１年超 2,044,445 

合計 3,368,599 

②未経過リース料中間期末残高相当額

等 

  

未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内 1,098,198千円

１年超 1,234,179 

合計 2,332,378 

②未経過リース料期末残高相当額等 

  

  

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,214,661千円

１年超 1,582,481 

合計 2,797,142 

   

リース資産減 

損勘定の残高 

228,841千円

  

   

リース資産減 

損勘定の残高 

100,669千円

  

   

リース資産減 

損勘定の残高 

153,777千円

  

③支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払

利息相当額及び減損損失 

支払リース料 765,595千円

リース資産減損勘

定の取崩額 
63,926 

減価償却費相当額 721,596 

支払利息相当額 27,720 

減損損失 292,768 

③支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払

利息相当額及び減損損失 

支払リース料 699,258千円

リース資産減損勘

定の取崩額 
53,107 

減価償却費相当額 593,639 

支払利息相当額 17,272 

減損損失 ― 

③支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払

利息相当額及び減損損失 

支払リース料 1,484,317千円

リース資産減損勘 

定の取崩額 
118,044 

減価償却費相当額 1,208,716 

支払利息相当額 51,606 

減損損失 292,768 

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

④減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

④減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

⑤利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得額

相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息

法によっております。 

⑤利息相当額の算定方法 

  同左 

⑤利息相当額の算定方法 

  同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 4,990,809千円

１年超 67,884,174 

合計 72,874,984 

２ オペレーティング・リース取引未経

過リース料 

１年以内 5,919,925千円

１年超 76,514,593 

合計 82,434,518 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 5,178,104千円

１年超 71,696,100 

合計 76,874,205 



(有価証券関係) 

１ 子会社株式で時価のあるもの 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

  

  

(持分法損益等) 

  

次へ 

前中間会計期間末 

(平成17年８月20日) 

当中間会計期間末 

(平成18年８月20日) 

前事業年度末 

(平成18年２月20日) 

時価のあるものはありません。      ― 時価のあるものはありません。 

  前中間会計期間末 
(平成17年８月20日) 

当中間会計期間末
(平成18年８月20日) 

前事業年度末 
(平成18年２月20日) 

  
区分 取得原価 

(千円) 

中間 
貸借対照表 
計上額 
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価
(千円) 

中間
貸借対照表
計上額 
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価 
(千円) 

貸借対照表 
計上額 
(千円) 

差額
(千円) 

 ① 株式 764,445 2,765,011 2,000,566 755,741 3,942,125 3,186,384 755,741 3,683,825 2,928,084

 ② 債券 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

 ③ その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 764,445 2,765,011 2,000,566 755,741 3,942,125 3,186,384 755,741 3,683,825 2,928,084

区分 

前中間会計期間末
(平成17年８月20日) 

当中間会計期間末
(平成18年８月20日) 

前事業年度末 
(平成18年２月20日) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

その他有価証券       

  
 非上場株式 
  
 投資事業有限責任組合及びそれに
類する組合への出資 

132,420 
  
  

25,550 

126,420 
  
  

12,251 

132,420 
  
  

10,849 

計 157,970 138,671 143,269 

前中間会計期間 
(自  平成17年２月21日 
至  平成17年８月20日) 

当中間会計期間
(自  平成18年２月21日 
至  平成18年８月20日) 

前事業年度 
(自  平成17年２月21日 
至  平成18年２月20日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を利用し

ておりますが、特例処理を適用して

いるため、注記を省略しておりま

す。 

     同左      同左 

  

前中間会計期間 
(自  平成17年２月21日 
至  平成17年２月20日) 

当中間会計期間
(自  平成18年２月21日 
至  平成18年８月20日) 

前事業年度 
(自  平成17年２月21日 
至  平成18年２月20日) 

関連会社を有していないため、該

当事項はありません。 

     同左      同左 

  



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益又は純損失(△)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  
  
前へ     

前中間会計期間 
（自  平成17年２月21日 
至  平成17年８月20日） 

当中間会計期間
（自  平成18年２月21日 
至  平成18年８月20日） 

前事業年度 
（自  平成17年２月21日 
至  平成18年２月20日） 

１株当たり純資産額 1,095円88銭 １株当たり純資産額 1,163円42銭 １株当たり純資産額 1,175円22銭

１株当たり中間純損失 134円25銭 １株当たり中間純損失 11円50銭 １株当たり当期純損失 89円78銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、1株当たり

中間純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため、記載しておりま

せん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、1株当た

り当期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため、記載して

おりません。 

  
前中間会計期間

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日）

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

前事業年度 
(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

中間(当期)純利益又は 
純損失(△) 

千円 △2,133,470 △182,748 △1,426,633

普通株主に帰属しない金額 千円 ― ― ― 

普通株式に係る中間(当期) 
純利益又は純損失(△) 

千円 △2,133,470 △182,748 △1,426,633

普通株式の期中平均株式数  株 15,891,510 15,889,382 15,890,832 



(2) 【その他】 

平成15年11月18日付で、株式会社カリーノ（旧商号株式会社壽屋）、株式会社アスト及び株式会社暮らしの館の

３社（以下、これら３社を「壽屋等」という。）は、当社及びマックスバリュ九州株式会社を被告として福岡地方

裁判所に提訴していました。 

当該訴訟は、当社及びマックスバリュ九州株式会社が壽屋等の店舗（当社５店舗及びマックスバリュ九州株式会

社35店舗）の引継対価として支払った金額について、壽屋等が不服なため、壽屋等から賃借を受けている店舗（当

社３店舗及びマックスバリュ九州株式会社19店舗）の引渡しを申し立てているものでありましたが、福岡地方裁判

所の和解勧告に従い平成18年３月31日に和解いたしました。 

この和解に伴う解決金については、前事業年度において所要の会計処理を行っており、当中間会計期間の損益に

与える重要な影響はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書    事業年度  自 平成17年２月21日  平成18年５月10日 

及びその添付書類   （第34期）  至 平成18年２月20日  福岡財務支局長に提出。 

   

(2) 半期報告書の     平成17年10月28日に提出した      平成18年10月４日 

   訂正報告書      半期報告書の訂正報告書        福岡財務支局長に提出。 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

イオン九州株式会社 

  

 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているイ

オン九州株式会社の平成１７年２月２１日から平成１８年２月２０日までの第３４期事業年度の中間会計期間（平成１

７年２月２１日から平成１７年８月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、イオン九州株式会社の平成１７年８月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１

７年２月２１日から平成１７年８月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、固定資産の減損に係る会計基準の適用が平

成１６年３月３１日以降に終了する事業年度に係る財務諸表から認められることとなったため、会社は当中間会計期間

からこの会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上 
  

平成17年10月26日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士  伯  川  志  郎  ㊞ 

     
指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士  川  畑  秀  二  ㊞ 

     
指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士  馬  場  正  宏  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

イオン九州株式会社 

  

 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているイ

オン九州株式会社の平成１８年２月２１日から平成１９年２月２０日までの第３５期事業年度の中間会計期間（平成１

８年２月２１日から平成１８年８月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、

中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、イオン九州株式会社の平成１８年８月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１

８年２月２１日から平成１８年８月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

   以 上 
  

平成18年10月30日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士  伯  川  志  郎  ㊞ 

     
指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士  川  畑  秀  二  ㊞ 

     
指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士  馬  場  正  宏  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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